大分県入札参加資格申請共同受付システム

係る情報提供依頼書（RFI）

令和7年7月
大分県土木建築部公共工事入札管理室
第１項　情報提供依頼の背景と目的
大分県では県下全18市町村と、建設工事等の入札参加資格審査に係る事業者及び自治体の双方の負担軽減を図るため、申請等（審査の申請及び変更の届出をいう。以下、同じ。）の受付及び審査（全ての事業者について行う共通審査及び格付5業種を申請した事業者について行う格付審査をいう。以下、同じ。）を共同化するシステムの構築を検討しています。
今回の情報提供依頼は、本システムの構築・運用保守に関する費用や事業実施上の課題を把握するとともに、利用者により価値のあるサービスを提供できる仕様を検討することを目的として、実績等を踏まえた提案や資料等を御提供いただくものです。
第２項　情報提供依頼に係る関係資料
（１）本システムの構成及び機能の想定に関する説明資料
· 資料１　システム構成の想定
· 資料２　システム機能の想定
· 資料３　入出力データ項目の想定
· 資料４　令和7年度格付基準
（２）情報提供の様式
· 様式１　導入実績
· 様式２　概算費用
· 様式３　機能要件比較表
第３項　本システムに関する想定事項
　　本システムに関する本県の想定は下記のとおりです。
（１）事務の共同化・電子化について
　　ア．共同化の範囲
　　　　建設工事等に係る入札参加資格審査の申請等の受付及び審査は共同で実施し、審査以降の資格認定等は各自治体において実施します。
イ．申請要領及び審査基準
　　　　申請等の時期や区分、様式等を定めた申請要領は、全ての自治体で統一します。また、認定要件や格付基準等の審査基準も、全ての自治体で統一します。
ウ．紙申請の取扱い
　　　　申請等は電子申請を原則とし、添付資料も全て電子申請で受け付けます。

　　エ．申請等の受付・審査の事務分担
　　　　申請等の受付・審査は、全自治体を代表して大分県の内部組織である「共同受付センター」が実施します。
ただし、地方税の納付状況について調査が必要な場合は、当該地方税の納付を受けるべき自治体が、当該自治体における納税状況を確認します。
　　オ．各市町村に引き渡す成果物
　　　　審査の申請があった場合は名簿データ（格付情報を含む）を、変更の届出があった場合は名簿の修正データを、大分県から各自治体に引き渡します。
（２）本システムの構成及び機能について
ア．システム構成
　　システム構成の想定は、資料１を参照してください。
電子申請に関する機能を有するものを「受付システム」と、名簿管理に関する機能を有するものを「格付システム」としていますが、サブシステムの構成を制約するものではありません。
現時点で有効な名簿を管理する部分を「格付システム（本番機）」と、次期認定日以降に有効となる名簿を管理する部分を「格付システム（検証機）」としていますが、それぞれの名簿を管理できるのであれば、必ずしも検証機を必要とするものではありません。
名簿データ（変更届による差分データを含む）を複数自治体の契約管理システムに連携するため、「中間サーバ」を想定しています。また、受付システムは、申請者が利用するため「インターネット系」と、格付システムと中間サーバは、名簿データをLGWAN系にある契約管理システムに連携するため「LGWAN系」と表示していますが、いずれもネットワーク構成を制約するものではありません。
ただし、インターネット上に配置するシステムで共同受付センターや自治体が利用する機能については、IPアドレス制限などのアクセス制御が必要です。
イ．システム機能
　　システム機能の想定は、資料２を参照してください。また、取り扱うデータ項目は資料３を、格付審査における計算・判定基準は資料４を参照してください。
　　資料２に記載した機能は、最低限必要と想定しているものであり、その他の付加機能を制約するものではありません。また、記載した機能を一部実装できないと想定される場合でも、できる範囲での情報提供をお願いします。。

　　業務フローは、業務の大まかな流れや、求める機能が対象としている作業をイメージしていただくために示したものであり、貴社の想定を制約するものではありません。
ウ．システム環境
　　自治体職員が業務に使用するパソコンは、インターネット（仮想ブラウザ）とLGWANのいずれにも接続でき、Microsoft Officeなどの一般的なオフィスソフトを使用できることを想定しています。システムを同時に操作する職員は、最大50名程度（受付センター職員7名、資格認定担当職員19名、税務担当職員23名、システム管理職員1名）を想定しています。
　　また、申請・届出の年間取扱件数の想定は、以下のとおりです。
　１）申請　西暦偶数年度（建設業者更新作業年度）3000件（12月～1月に集中）
　　　　　　西暦奇数年度（コンサル更新作業年度）1000件（12月～1月に集中）
　２）届出　電子申請（県内建設業者（知事許可）以外）400件（集中期間なし）
　　　　　　職員入力（県内建設業者（知事許可）のみ）200件（集中期間なし）
（３）本システムの構築業務について
ア．契約期間
公募型プロポーザルを実施の上、令和8年（2026年）5月下旬ごろに契約締結することを想定しています。また、契約工期は令和9年（2027年）3月31日までを想定しています。
イ．運用開始時期
　　令和9年（2027年）3月中旬ごろの運用開始を想定しています。運用開始時点で受け付けるのは届出のみで、申請の受付を開始するのは令和9年5月1日から7月31日までを受付期間とする随時申請を想定しています。
ウ．構築業務に含む内容
１）既存システムの名簿データの取込み
名簿データの項目は資料３の「名簿データ」を参考としてください。取込み作業の時期及び取り込む名簿データの種類は以下のとおりです。
　　　　　・テスト前　　取込み時点で有効な名簿データ
　　　　　・運用開始前　取込み時点で有効な名簿データ
　　　　　　　　　　　　令和9年4月中旬以降に有効となる名簿データ
　　　２）マニュアル作成
申請者、共同受付センター、自治体担当者のそれぞれに向けたシステム操作等のマニュアル作成を想定しています。
　　　３）導入支援
申請者、共同受付センター職員、自治体担当職員のそれぞれに向けたシステム操作研修を、対面・Web会議・動画視聴等の方法により実施することを想定しています。また、共同受付センター及び利用自治体のパソコンの設定等についても、必要に応じて支援していただくことを想定しています。
　　　４）令和8年度中の運用保守
　　　　　運用開始後、令和9年3月31日までの運用保守を含みます。
　　エ．構築業務に含まない内容
　　　１）既存システムの名簿データ（Excelファイル形式）の取出し
取り出した名簿データのコンバート作業は、本項（３）ウの取込み作業に含みます。
　　　２）CE財団の発注者支援データベースの利用に係る費用
　　　　　CE財団と大分県が直接提供サービス契約を締結し、そのデータを利用することを想定しています。

（４）本システムの運用保守について
　　ア．運用保守に含む内容
　　　１）常時の運用保守
障害復旧対応、セキュリティ対応、利用者支援、システム維持管理、運用保守計画、定常運用、システム監視、システム構成管理、運用報告については、一般的なサービス水準を想定しています。
　　　２）随時の運用保守

申請フォーマット（入力項目及び添付ファイル）及び格付判定プログラムの修正が必要な場合は、随時実施していただくことを想定しています。その頻度は、申請フォーマット及び格付判定プログラムとも年に１回を想定しています。
　　イ．運用保守に含まない内容
　　　　機能改良は運用保守に含みません。
ただし、障害復旧のためのプログラム改良やセキュリティパッチの適用等は、本項（４）アの常時の運用保守に含みます。
ヘルプデスクによる申請支援対応は、一般的なサービスとして提供されている場合を除いて求めません。
（５）システム連携について
　　　各自治体の契約管理システムとの連携仕様は、現時点では具体的に想定しているものはありません。今回の情報提供を基に検討します。
第４項　情報提供の内容
第３項を参考に、貴社で本システムを構築する場合に想定される下記の事項について、情報提供をお願いします。
（１）システム概要（必須：任意様式）
　　ア．システム構成（全体構成、サブシステム･ハードウェア･ネットワーク構成等）
　　イ．システム機能（基本機能、セキュリティ機能、その他特徴的な機能等）
　　ウ．システム環境（サーバ環境、クライアント環境等）
エ．構築体制（利用するパッケージ･開発ツール･クラウドサービス、協力会社等）
　　オ．運用保守体制（ヘルプ･サポートの内容、協力会社等）
（２）導入実績（必須：様式１）
　　　本システムと同じパッケージを利用したシステムの導入実績がある場合は、主要な案件について、自治体名、運用開始年次、対象業務、運用形態（共同受付・単独受付の別）サーバ等の内訳（シングルテナント・マルチテナントの別等）の情報を提供してください。
（３）概算費用（必須：様式２）
　　　本システムの構築及び運用保守に係る概算費用について、項目別の金額と主な内容等を情報提供してください。項目別に見積もることが困難な場合は、複数の項目をまとめても構いません。
運用保守については、導入後10年の間にOS・ミドルウェア、サーバ等の更新費用が必要な場合は計上してください。また、ソフトウェア等の利用料が、後年度に増減する可能性がある場合は、近年の傾向を合わせて情報提供してください。
（４）開発工程（必須：任意様式）
　　　本システムの開発工程について情報提供してください。
（５）機能要件比較表（必須：様式３）
本県が想定した機能の実装の可否について情報提供してください。代替機能の実装を想定された場合は、具体的な内容も情報提供してください。
必須機能や代替機能を実装するためにパッケージのカスタマイズを必要とする場合は、それに要する費用（本項（３）概算費用の内数としての金額）についても情報提供してください。
（６）その他（任意：任意様式）
本システムの構築を進める上で想定される課題や、それに対する方策の提案、詳細な検討に必要な情報等があれば、情報提供してください。
第５項　協力表明及び資料提出について
（１）協力表明及び資料提出期間

令和7年7月2日（水）～令和7年7月31日（木）
（２）協力表明の方法

この情報提供依頼にご協力いただける場合は、電子メールにより、第８項の担当者に下記事項をお知らせください。
　　ア．貴社名
　　イ．部署名
　　ウ．御担当者
　　エ．御連絡先（電話番号及び電子メールアドレス）
（３）資料提出の方法
　　ア．郵送・持参の場合
提出書類を保存した電子媒体（CD-R等）に貴社名を明記して、貴社名・御担当者・御連絡先が分かる名刺等とともに、第８項の担当者に提出してください。
イ．電子メールの場合
　　提出書類を添付し、貴社名・御担当者・御連絡先を明記して、第８項の担当者に送信して下さい。このとき、電子メールの件名は「大分県入札参加資格申請共同受付システムに係る情報提供」としてください。
　　なお、本県が受信できるデータ容量は8MB未満となっています。これ以上のデータ要領になる場合は、分割して送信してください。分割が困難な場合は、大容量ファイルの受取り用URLを送付しますので、その旨をお知らせください。

（４）デモンストレーション等

　貴社の御提案についての理解を深めるため、デモンストレーションやプレゼンテーション等をしていただける場合は、第８項の担当者に御連絡ください。Web会議形式を基本としますが、対面形式も可能です。資料提出前であっても構いません。
なお、本県担当者だけでなく、県内市町村担当者も参加することがあります。
第６項　質問及び質問に対する回答について
この情報提供依頼に係る質問があれば、令和7年7月11日（金）までに、電子メールにより、第８項の担当者にお問い合わせください。質問書の様式は定めませんので、メール本文に直接記載する方法でも構いません。
質問に対する回答は、第５項（２）で参加表明をした全ての事業者様へ、電子メールにより送付します。
第７項　その他

ア．この情報提供依頼は、本システム構築のために広く情報を得るための手段であり、情報提供をいただいた事業者と将来の契約を前提としたものではありません。
イ．後日、システムの調達を実施する場合は、その参加要件として、大分県が発注する物品等の調達、売払い及び役務の提供に係る競争入札に参加する者に必要な資格（令和６年５月１日大分県告示第２５５号）等を求めることがあります。
ウ．情報提供いただいた事業者に対して、後日、提供いただいた資料の内容等について追加説明や追加資料の提供、詳細見積等をお願いする場合があります。
エ．情報提供に要する一切の費用は、貴社の負担とします。
オ．御提供いただいた資料は、返却いたしません。
カ．御提供いただいた資料は、第１項の目的のために本県及び県内市町村の組織内で利用します。貴社に断りなくその他の者へ開示することはありません。
第８項　連絡・問合せ・提出先
担当者：大分県土木建築部公共工事入札管理室
公共工事システム班　山田、辰本

住　　所：〒870-8501大分市大手町3丁目1番1号（大分県庁新館7階）
電話番号：097-506-4533、097-506-4534
E-mail：a17050@pref.oita.lg.jp
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